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わが国では，PFI（Private Finance Initiative） や包括的維持管理委託契約のように，インフラ施設の実質
的な管理運営を民間事業者が担う調達方式の適用が試みられている．こうした官と民の間の権限領域の変化は，

同時に新たな官と民の間の責任境界を要求する．国家賠償法では，インフラ施設を含む公の営造物の管理瑕疵責

任リスクに伴う官と民のリスク分担が規定されている．しかし，PFIや包括的民間委託契約のように民間の役
割が拡大する中で，それに伴う管理瑕疵責任分担ルールの規範的分析は必ずしも十分に議論されていない．民

間がインフラ施設の実質的な運営を担う包括的維持管理委託契約を対象として，法と経済学の分析枠組みに基

づき，規範的官民責任ルールを導出する．
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1. はじめに

わが国では，PFI（Private Finance Initiative）や包

括的維持管理委託契約のように，インフラ施設の実質的

な管理運営を民間事業者が担う調達方式の適用が試み

られている．従来方式では行政が何をすべきか（what

to do）を決定し，民間事業者は行政により指示される

工事を実施する．一方，新しい調達方式では，行政は

要求事項を決定し，民間事業者により what to doが決

定されるため，従来の方式と比べて民間事業者の意思

決定権限が拡大している．こうした官と民の間の権限

領域の変化は，同時に新たな官と民の間の責任境界を

要求する．国家賠償法では，インフラ施設を含む公の

営造物の管理瑕疵に伴う行政責任が明文化されている．

したがって，行政は公共サービスの享受者である国民

あるいは市民に対して，インフラ施設の管理瑕疵に伴

う事故の責任を負う．一方で，国家賠償法は，管理瑕

疵が第三者による責任に起因する場合の求償権を認め

ている．このように，国家賠償法では，インフラの管

理瑕疵責任に伴うリスク分担を規定している．しかし，

PFIや包括的民間委託契約のように民間の役割が拡大

する中で，それに伴う管理瑕疵責任分担ルールの規範

的分析は必ずしも十分に議論されていない．

以上の問題意識に基づき，本研究では，民間がイン

フラ施設の実質的な運営を担う包括的維持管理委託契

約を対象として，法と経済学の分析枠組みに基づき，規

範的官民責任ルールを導出する．

2. 本研究の基本的考え方

(1) インフラ管理の法的責任

インフラ施設の管理瑕疵に起因して損害が生じた場

合の法的責任については，国家賠償法第 2条第 1項に

おいて次のように規定されている．

道路, 河川その他の公の営造物の設置又は管

理に瑕疵があつたために他人に損害を生じた

ときは, 国又は公共団体は, これを賠償する責

に任ずる.

公の営造物に属するインフラ施設の管理瑕疵に関する

行政の責任が明記されている．このとき，行政は自ら

の過失の有無に関係なく責任を負う無過失責任（strict

liability）原則が適用される．行政の管理瑕疵責任が規

定される一方で，同条第 2項では，

前項の場合において, 他に損害の原因につい

て責に任ずべき者があるときは, 国又は公共

団体は, これに対して求償権を有する.

とあり，損害の原因が他にある場合には，行政が原因

者に対して求償する権利を認めている．こうした求償

権による責任は，故意または重大な過失がある場合の

みに限られるのが通説である1)．

PFIや包括的民間委託契約では，民間事業者契約で

規定された要求水準を満たすサービスの提供を約して

いる．国家賠償法の規定によれば，こうした契約方式

の下では，民間事業者はインフラ施設の実質的な管理
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運営者であり，求償権の規定により民間事業者が管理

瑕疵に伴う賠償責任を負う可能性がある．

しかし，インフラ施設管理の調達方式は行政の権限

の下で決定される．民間事業者が原因となる場合でも，

民間事業者にアウトソーシングするという意思決定，あ

るいは当該民間事業者に委託するという意思決定を行っ

た行政も，また原因の一部を構成している．このよう

に，民間の役割が拡大したとしても，行政が民間事業

者を使用するという意思決定を下す限りにおいて，行

政も管理瑕疵に伴う損害の原因者である．国家賠償法

と PFI事業者の関係について国土交通省通知では，「国

家賠償法による賠償責任等については，公物管理者が

最終責任を負うことと考えられる」としている．民間

が実質的な管理運営を行っていたとしても，行政はそ

の最終責任から逃れられるわけではない．ここで，行

政が公物管理者としての最終責任から逃れられないと

すれば，その責任とはどのような原理で法的に確定さ

れるのか．また，行政の求償権を認めながらも，最終

責任を負うべきとする責任ルールは，なぜ正当化され

るのか，という問いが生まれる．

(2) 使用者責任論

発注者（principal）が受託者（agent）にある仕事を委

託するような関係において，発注者が負う責任は使用者

責任（vicarious liability）と呼ばれる．一方で，実質的に

仕事を行う受託者のみが負う責任を個人責任（personal

liability）と呼ぶ．法と経済学の立場では，受託者のみ

が損害のリスクを軽減できる場合，損害リスクを受託

者にすべて内部化できる個人責任が望ましい．しかし，

Sykes2)は，次のような条件が成立する場合，使用者責

任が正当化されるとしている．

• 受託者の財政的困難（problem of agent insol-

vency）

• 取引費用の問題（problem of transaction）

受託者の財務的困難とは，発生する損失額が受託者の

リスク負担能力を超えるようなケースである．取引費

用とは，適切なリスク分担を交渉するための費用や取

り決めを執行（enforce）するための費用である．

一方，本研究では，公物管理法において行政が一義

的に責任を負う場合を対象としている．このとき，行政

は利用者の代理人として，受託者を適切に監督するこ

とが求められる．したがって，以下では，事業者は瑕疵

の発生に係わる直接的な業務を実施する一方で，行政

は事業者の仕事の結果をモニタリングするような双方

注意モデルに基づき，官と民の間の管理瑕疵責任ルー

ルについて分析する．

図–1 求償における無過失責任モデルの構造

3. 基本モデル

(1) モデル化の前提条件

行政がインフラ施設の実質的管理を民間事業者（以

下，事業者）に委託する包括的維持管理委託契約（以

下，包括的契約）を考える．包括的契約は，事業者が

何をすべきか（what to do）ではなく，何を達成すべ

きか（what to achieve）が規定される．仮に，要求水

準が満たされていない場合は，管理瑕疵と認定される．

管理業務において，事業者が払う注意水準を xaと表

す．注意水準 xaの下で，瑕疵が発生する可能性を p(xa)

とする．p(·)は，p′ < 0, p′′ > 0を満たす．瑕疵はイン

フラ施設の利用者に損害を与える恐れがある．注意水

準が xaの下で，事業者は ca(xa) = xaだけ費用を負担

する．

瑕疵が発生しても，行政はモニタリングを通じて，損

害が生じる前に瑕疵を発見できる．行政によるモニタ

リング強度を xp と表す．行政によるモニタリングは，

瑕疵が存在した場合に発見する確率を高める．瑕疵が

存在するという条件の下で行政が瑕疵を発見する条件

付き確率を q(xp)と表す．q(·)は，q′ > 0, q′′ < 0を満

たす．ただし，q(0) = 0，limxp→+∞ q(xp) = 1である．

モニタリング強度が xpの下で，行政は cp(xp) = xpだ

け費用を負担する．行政のモニタリングにより瑕疵が

発見されれば，事業者は契約上の責任に基づき瑕疵の

修補を命じることができる．瑕疵の修補に要する費用

を C と表す．仮に瑕疵が見逃されれば，利用者への損

害（対第三者損害）が伴う事故が発生すると考える．瑕

疵に起因する対第三者損害が生じれば，国家賠償法第

2条の規定にしたがい，過失の有無にかかわらず，行政

が利用者に対して賠償費用を支払う．行政の損害賠償

額は，瑕疵に伴う事故による経済的被害額に一致する

ものとしD(> C)と表す．

瑕疵に起因する事故が生じれば，行政は実質的な運

営者である事業者に対して，損害賠償額を求償するこ

とができる．ベンチマークのケースとして，事故の原
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因が瑕疵であると認定されれば，事業者の過失の有無

を問わず事業者への求償が認められる，「求償における

無過失責任モデル」を考える．ただし，実質的な運営

主体である事業者のみならず，行政も使用者責任を問

われる可能性がある．瑕疵による損害賠償額Dのうち，

使用者責任として行政が負担額を Lvと表す．以上のモ

デルの論理的構造は，図-1のように整理できる．なお，

行政及び事業者の効用は瑕疵が無い状態を基準として

留保効用をゼロと定義している．

(2) ファースト・ベスト

経済的効率性に影響する内生変数は，事業者の注意水

準 xa 及び行政のモニタリング強度 xp である．ファー

スト・ベスト解は，瑕疵に関連して発生する費用と注

意水準及びモニタリングに伴う費用で構成される総費

用最小化問題として，次のように定式化できる．

min
xa,xp

p(xa){q(xp)C + (1− q(xp))D}+ xa + xp

最適化の１階条件式から，ファースト・ベストとなる事

業者の注意水準 x∗
a及び行政のモニタリング強度 x∗

pは，

p′(x∗
a){q(x∗

p)C + (1− q(x∗
p))D} = −1 (1)

p(x∗
a)q

′(x∗
p)(C −D) = −1 (2)

を満たす．ここで，D − C = ∆ > 0と表すと，

p′(x∗
a){D − q(x∗

p)∆} = −1 (3)

p(x∗
a)q

′(x∗
p)∆ = 1 (4)

(3) 部分ゲーム完全均衡解

a) 対称情報の場合

行政は事業者の注意水準に関する情報を有しており，

瑕疵の発生確率を知っている場合を考える．しかし，瑕

疵が実際にあるかどうかについては知らない．事業者

の注意水準を所与として，x̂aと表す．このとき，行政

のモニタリング強度の選択問題は，

min
xp

p(x̂a)(1− q(xp))Lv + xp (5)

と定式化できる．1階条件式から，

p(x̂a)q
′(xs

p)Lv = 1 (6)

が得られる．

次に，事業者の注意水準の選択行動は，

min
xa

p(xa){q(xs
p)C + (1− q(xs

p))(D − Lv)}+ xa(7)

と書ける．１階条件式から，事業者が選択する注意水

準 xs
a は，

p′(xs
a){q(xs

p)C + (1− q(xs
p))(D − Lv)} = −1 (8)

を満たす．

式 (6)，式 (8)をファースト・ベスト解の条件 (3)，(4)

を比較すれば，次の命題 1が得られる．

図–2 求償における過失責任モデルの構造

命題 1　任意の正の Lv に対して，ファースト・ベスト

解は実現しない．

上記の双方注意モデルの構造は，複数のエージェン

トの努力水準により成果が決まるチーム生産モデルあ

るいはパートナーシップ組織モデル3)と同様の構造であ

る．共同生産モデルでは，生み出された成果をすべて

のメンバーに配分するという予算バランス制約が存在

する限り，一般的にファースト・ベストが実現しないこ

とが知られている．

4. 求償における過失責任モデル

(1) モデルの前提条件

求償における過失責任モデルでは，行政による事業

者に対する求償請求は，事業者に過失がある場合にの

み認められる．ここで，裁判所は事業者による注意水

準を立証することができ，善良なる管理者としての注

意水準（善管注意義務水準）を満たしていないと判断

するとき，事業者の過失が認められる．求償における

過失責任モデルの構造を図-2に示す．前章のモデルと

同様に，まず事業者が注意水準 xaを選択する．ただし，

前章のモデルとは異なり，選択した注意水準が善管注

意義務水準 z を満足するか否かに応じて帰結が異なり

うる．行政が事業者の注意水準を観察できるが，瑕疵

の有無に関する情報は知らない．行政はモニタリング

強度 xpを選択する．モニタリングにより瑕疵が発見さ

れれば，事業者に対して修補を要求できる．一方，瑕疵

を見逃し，対第三者損害が生じれば，行政が損失額 D

を被害者に補償する．ただし，事業者の過失が善管注
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意義務水準 z 未満である場合にのみ，行政による求償

は裁判所により必ず認められる．前章とは異なり，行

政の求償が認められた場合，事業者は損失額D全額を

負担する．

(2) 部分ゲーム完全均衡解

図-2で定義される部分ゲーム完全均衡解を導出する．

まず，事業者が選択する注意水準を所与として，行政

によるモニタリング強度の選択行動を分析しよう．事

業者の注意水準が xa ≥ zのとき，

min
xp

p(xa)(1− q(xp))D + xp (9)

と表され，最適モニタリング強度 xn
p は，

p(xa)q
′(xn

p )D = 1 (10)

を満たす．一方，事業者の注意水準が xa < zであれば，

行政は損失額のすべてを事業者に求償できるため，モ

ニタリング強度は 0が最適となる．

行政のモニタリング強度の選択行動を所与とすると，

事業者の利得は{
−p(xa)q(x

n
p )C − xa if xa ≥ z

−p(xa)D − xa if xa < z
(11)

である．p′(xa)D = −1を満たす xaを x◦
aと表す．z ≤

x◦
aのとき，事業者が選択する注意水準 xn

a は xn
a = zで

あり，z > x◦
a のとき，xn

a = x◦
a となる．

(3) 最適善管注意義務水準の設定

善管注意義務水準が z > x◦
aの場合，行政のモニタリ

ングは行われず，事業者は損失額全額のDをすべて負

担する．式 (3)及び (4)によれば，ファースト・ベスト

解は，行政によるモニタリングが正の強度で実施され

ることを要する．したがって，善管注意義務水準が高

い場合の xn
a = x◦

a のような解は効率的ではない．

裁判所は，善管注意義務水準を設定することができる．

裁判所が善管注意義務水準をファースト・ベスト解である

x∗
aに設定する場合を考えよう．x

∗
a < x◦

aから，z = x∗
aの

Defect Liability Rule in Comprehensive Contracting
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The government of Japan has been adopting the comprehensive contracting for infrastructure facility
maintenance where the private sector undertakes substantial management decisions. The extensive role of
private sector should be accompanied by the new border of liability regarding the defect of infrastructure
maintenance between the public and the private. The State Redress Act provides the allocation of liability
between the public and the private regarding the defect liability against the third party. However, little
literature discusses the normative defect liability rule for infrastructure maintenance particularly in the
context of extensive role of the private sector. This paper aims at deriving the normative defect liability rule
in comprehensive contracting for infrastructure facility maintenance from the aspect of law and economics.

場合，事業者が選択する注意水準は，xn
a = z = x∗

aとな

る．ここで，事業者が選択する注意水準が xn
a = z = x∗

a

のとき，式 (10)から行政が選択するモニタリング強度

xn
p は p(xn

a)q
′(xn

p )D = 1を満たす．式 (4)と比較する

と，行政のモニタリング強度はファースト・ベストよ

りも過大となる．

5. おわりに

本研究では，包括的維持管理契約のように，民間セ

クターの役割が拡大する中で，官民の間の管理瑕疵責

任の負担ルールについての規範的分析を行った．公物

管理法により公の営造物に位置づけられるインフラ施

設では，行政は管理瑕疵責任の一義的な負担者となる．

一方で，行政の求償権を通じて事業者の適切な注意水

準を引き出すことができる．本研究では，求償におけ

る無過失責任ルールと過失責任ルールを比較した．い

ずれのルールの下でも，ファースト・ベスト解を実現す

ることは難しい．無過失責任ルールの下では，行政の

モニタリング強度，事業者の注意水準ともに過小とな

る一方，過失責任ルールの下では，事業者の最適注意

水準を導くような善管注意義務水準を設定すれば，行

政に過大なモニタリングインセンティブを与える．
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